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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

平成26年11月12日に提出いたしました第31期第２四半期（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）四半期

報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、四半期報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

２ 【訂正事項】

第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(1)財政状態の分析

第４ 経理の状況

１ 四半期財務諸表

(1) 四半期貸借対照表

注記事項

  (会計方針の変更等)

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は下線を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

（訂正前）

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４ 平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を実施しております。これに伴い、前事

業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しておりま

す。

５ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

６ 平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を実施しております。第30期及び第31期

第２四半期累計期間の１株当たり配当額につきましては、株式分割を考慮した金額を記載しております。な
お、当該株式分割を考慮しない場合の１株当たり配当額は、第30期が3,500円00銭(うち１株当たり中間配当

額1,500円00銭)、第31期第２四半期累計期間が1,750円00銭となります。

回次
第30期

第２四半期累計期間
第31期

第２四半期累計期間
第30期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 6,798,735 6,685,852 14,048,106

経常利益 (千円) 532,422 375,791 1,153,948

四半期(当期)純利益 (千円) 329,202 227,995 687,557

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 674,184 674,184 674,184

発行済株式総数 (株) 68,591 6,859,100 6,859,100

純資産額 (千円) 9,628,592 9,723,255 9,883,127

総資産額 (千円) 11,551,430 11,959,442 11,903,347

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 48.00 33.24 100.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 1,500.00 17.50 1,520.00

自己資本比率 (％) 83.4 81.3 83.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 479,644 416,298 328,661

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △314,656 △207,801 183,667

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △120,042 △137,234 △222,848

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 7,069,574 7,385,370 7,314,108

回次
第30期

第２四半期会計期間
第31期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 26.85 17.99
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（訂正後）

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４ 平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を実施しております。これに伴い、前事

業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額を算定しておりま

す。

５ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

６ 平成25年10月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を実施しております。第30期及び第31期

第２四半期累計期間の１株当たり配当額につきましては、株式分割を考慮した金額を記載しております。な

お、当該株式分割を考慮しない場合の１株当たり配当額は、第30期が3,500円00銭(うち１株当たり中間配当
額1,500円00銭)、第31期第２四半期累計期間が1,750円00銭となります。

回次
第30期

第２四半期累計期間
第31期

第２四半期累計期間
第30期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 6,798,735 6,685,852 14,048,106

経常利益 (千円) 532,422 375,791 1,153,948

四半期(当期)純利益 (千円) 329,202 227,995 687,557

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 674,184 674,184 674,184

発行済株式総数 (株) 68,591 6,859,100 6,859,100

純資産額 (千円) 9,628,592 9,933,546 9,883,127

総資産額 (千円) 11,551,430 11,842,991 11,903,347

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 48.00 33.24 100.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 1,500.00 17.50 1,520.00

自己資本比率 (％) 83.4 83.9 83.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 479,644 416,298 328,661

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △314,656 △207,801 183,667

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △120,042 △137,234 △222,848

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 7,069,574 7,385,370 7,314,108

回次
第30期

第２四半期会計期間
第31期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 26.85 17.99
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第２ 【事業の状況】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

（訂正前）

資産合計は、前事業年度末に比べ56百万円増加し、11,959百万円(前事業年度末比＋0.5％)となりました。

流動資産の減少51百万円のうち、主な増減項目は、現金及び預金の増加324百万円、売掛金の減少621百万円、有

価証券の減少100百万円、仕掛品の増加138百万円であります。

固定資産の増加107百万円のうち、主な増減項目は、退職給付会計基準変更に伴う影響額を考慮したことによる繰

延税金資産の増加であります。

負債合計は、前事業年度末に比べ215百万円増加し、2,236百万円(前事業年度末比＋10.7％)となりました。

流動負債の減少128百万円のうち、主な増減項目は、買掛金の減少、未払法人税等の減少であります。

固定負債の増加344百万円のうち、主な増減項目は、退職給付会計基準変更に伴う影響額を考慮したことによる退

職給付引当金の増加であります。

純資産合計は、前事業年度末に比べ159百万円減少し、9,723百万円(前事業年度末比△1.6％)となりました。

主な増減項目は、退職給付会計基準変更に伴う影響額を考慮したことによる利益剰余金の減少252百万円、配当金

支払による減少137百万円、四半期純利益の計上による増加227百万円であります。

（訂正後）

資産合計は、前事業年度末に比べ60百万円減少し、11,842百万円(前事業年度末比△0.5％)となりました。

流動資産の減少51百万円のうち、主な増減項目は、現金及び預金の増加324百万円、売掛金の減少621百万円、有

価証券の減少100百万円、仕掛品の増加138百万円であります。

固定資産は、ほぼ前事業年度末並みの、556百万円(前事業年度末比△1.6％)となりました。

負債合計は、前事業年度末に比べ110百万円減少し、1,909百万円(前事業年度末比△5.5％)となりました。

流動負債の減少128百万円のうち、主な増減項目は、買掛金の減少、未払法人税等の減少であります。

固定負債は、ほぼ前事業年度末並みの、329百万円(前事業年度末比＋5.8％)となりました。

純資産合計は、前事業年度末に比べ50百万円増加し、9,933百万円(前事業年度末比＋0.5％)となりました。

主な増減項目は、配当金支払による減少137百万円、四半期純利益の計上による増加227百万円であります。
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第４ 【経理の状況】

１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

（訂正前）

(単位：千円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,505,742 4,830,162

関係会社預け金 ※  2,408,077 ※  2,454,850

売掛金 2,584,216 1,962,932

有価証券 1,101,348 1,000,483

仕掛品 135,371 273,740

その他 603,137 764,355

流動資産合計 11,337,895 11,286,524

固定資産

有形固定資産 61,835 56,867

無形固定資産 51,668 41,234

投資その他の資産 451,947 574,816

固定資産合計 565,451 672,918

資産合計 11,903,347 11,959,442

負債の部

流動負債

買掛金 521,660 439,266

未払法人税等 275,882 137,039

賞与引当金 534,638 564,876

役員賞与引当金 ― 6,343

工事損失引当金 1,769 7,328

その他 374,462 424,671

流動負債合計 1,708,413 1,579,526

固定負債

退職給付引当金 298,801 643,656

役員退職慰労引当金 13,004 13,004

固定負債合計 311,805 656,660

負債合計 2,020,219 2,236,187

純資産の部

株主資本

資本金 674,184 674,184

資本剰余金 640,884 640,884

利益剰余金 8,582,707 8,420,552

株主資本合計 9,897,776 9,735,621

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △14,648 △12,366

評価・換算差額等合計 △14,648 △12,366

純資産合計 9,883,127 9,723,255

負債純資産合計 11,903,347 11,959,442
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（訂正後）

(単位：千円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,505,742 4,830,162

関係会社預け金 ※  2,408,077 ※  2,454,850

売掛金 2,584,216 1,962,932

有価証券 1,101,348 1,000,483

仕掛品 135,371 273,740

その他 603,137 764,355

流動資産合計 11,337,895 11,286,524

固定資産

有形固定資産 61,835 56,867

無形固定資産 51,668 41,234

投資その他の資産 451,947 458,365

固定資産合計 565,451 556,467

資産合計 11,903,347 11,842,991

負債の部

流動負債

買掛金 521,660 439,266

未払法人税等 275,882 137,039

賞与引当金 534,638 564,876

役員賞与引当金 ― 6,343

工事損失引当金 1,769 7,328

その他 374,462 424,671

流動負債合計 1,708,413 1,579,526

固定負債

退職給付引当金 298,801 316,914

役員退職慰労引当金 13,004 13,004

固定負債合計 311,805 329,918

負債合計 2,020,219 1,909,445

純資産の部

株主資本

資本金 674,184 674,184

資本剰余金 640,884 640,884

利益剰余金 8,582,707 8,630,844

株主資本合計 9,897,776 9,945,913

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △14,648 △12,366

評価・換算差額等合計 △14,648 △12,366

純資産合計 9,883,127 9,933,546

負債純資産合計 11,903,347 11,842,991
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

（訂正前）

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)及び

「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指

針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半

期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額

基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半期

累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

この結果、当第２四半期累計期間の期首の退職給付引当金が393百万円増加し、利益剰余金が252百万円減少してお

ります。また、これによる損益に与える影響は軽微であります。

（訂正後）

(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)及び

「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指

針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半

期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額

基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半期

累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

この結果、当第２四半期累計期間の期首の退職給付引当金が66百万円増加し、利益剰余金が42百万円減少しており

ます。また、これによる損益に与える影響は軽微であります。
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